1． 設問前段について（Xの主張）

（１）私たちは、閲読希望があっても一切応じないという図書館の処分は憲法21条1項及び地方自治法244条2項に反し違法であると考える。以下その理由を述べる。

（２）本問では、Xの閲読の自由が制限されている。閲読の自由は、知る権利の一内容として、新聞紙、図書等を通じてさまざまな意見、知識、情報を取得することで自己の人格を発展させ、民主政の過程における政治的意思決定に関与するための前提となるものである。

　そして、公立図書館は、図書館資料の収集、提供等につき、住民の学習活動等を適切に援助するため、住民の高度化・多様化する要求に十分に配慮し、広く住民の利用に供するため、情報処理機能の向上をはかり、有効かつ迅速のサービスを行うことができる体制を整えるように努め、また、住民の要求にこたえるため、新刊図書および雑誌の迅速な確保並びに他の図書館との連携・協力により図書館の機能を十分発揮できる種類および量の資料の整備に努めることが要求される。このように、公の施設がその物的施設を情報提供の場ないし手段等に供することを目的として設置されている場合には、住民はその施設の設置目的に反しない限りその利用を原則として認められることになるので、Xの請求は、情報の提供等にかかる何らかの措置を求めているというよりはむしろ、国民が情報の受領に際して国家からこれを妨げられないことが問題となっている。
（３）そして、かかる自由がA市図書館によって制約されている。この制約は正当化されるのか。地方自治法244条2項を基準に検討していく。
図書館は前述の性格からすれば、住民の福祉を増進する目的をもってその利用に供するための施設であるといえ、地方自治法244条1項の｢公の施設｣に該当する。
そして、同条2項により、普通地方公共団体は、「正当な理由」がない限り住民が「公の施設」を利用することを拒んではならない。
（４）そこで、少年法６１条に抵触する内容の写真が本問単行本に掲載されているとして、その閲読を禁止することにして、書架から撤去し、閲読希望があっても応じないことにする処分は「正当な理由」があるといえるかについて、以下検討する。
ア．少年法61条の趣旨は、少年のプライバシーを保護するとともに、そのことを通じて過ちを犯した少年の更生を図り、再非行を防止しようとするものである。すなわち、かかる規定は、不特定多数の者が知りうる媒体により少年が当該事件の本人であることが推知されないようにするためのものである。

このような少年法61条の保護法益ともなっている、少年のプライバシーや更正等の利益を保護する要請は否定できない。そこで、プライバシー等の利益と知る権利の調整はいかになされるべきであろうか。
私たちは、知る権利の性格に鑑み「正当な理由」に当たるか否かの基準をある程度厳格に解するべきであると考える。なぜなら、図書館における知る権利は、その蔵書を通じ様々な思想・情報を吸収して自由に自己の人格を完成させるということと密接に関係しており、きわめて重要な意義を有しているからである。そして、図書館は、国民の文化的教養を高め得るような環境を醸成するための施設であり、容易に図書を手にとることのできる知る権利において貴重な施設である。また、地方自治法244条に定める普通地方公共団体の公の施設として、本件図書館ような閲読の用に供する施設が設けられている場合、住民等は、その施設の設置目的に反しない限りその利用を原則的に認められることになるので、管理者が正当な理由もないのにその利用を拒否するときは、憲法の保障する知る権利の不当な制限につながる。よって、少年法61条に内在する利益を達成するための必要最小限の制約でないのであれば、本問処分は「正当な理由」があるとはいえず違法なものであると考える。
イ．これを念頭に検討すると、確かに、｢図書館｣は書店等とは異なって、雑誌、新聞、書籍等をかなり長期にわたって保存する上に、不特定かつ多数の人が閲覧することが予定されている。とすれば、少年のプライバシーや更生の機会を確保するという目的のために、閲覧を禁止する必要は高いともいえる。
しかし、かかる目的を達成するためであれば、本問単行本全体の閲覧を禁止する必要はなく、個人を推知させる情報を含んだ少年法61条に違反する写真の部分のみを抹消すれば十分である。少年法61条に客観的に違反しない部分についてまで閲読禁止にする合理的理由はなく、必要最小限とはいえない。
もっとも、本問処分は当該単行本を書架から撤去したにすぎず、市販されていることも考うる。とすれば、図書館による処分はXの知る権利を過度に制約するものではないようにも思える。

　しかし、図書館は、国民の文化的教養を高め得るような環境を醸成するための施設であり、容易に図書を手にとることのできる貴重な施設である。とすれば、図書館に図書が設置されているということは国民の知る権利にとって有用であり、市販されているからといってXの知る権利を過度に制約するものではないと言うことはできない。
　よって、少年法６１条に抵触する内容の写真が本問単行本に掲載されているとして、その閲読を禁止することにして、書架から撤去し、閲読希望があっても応じないことにする処分は「正当な理由」があるといえない。

（５）以上により、閲読希望があっても一切応じないという図書館の処分は憲法21条1項及び地方自治法244条2項に反し違法である。
２．設問後段について（著者の主張）

（１）著者の場合についても同様に、閲読希望があっても一切応じないという図書館の処分は憲法21条1項反し違憲であると考える。以下その理由を述べる。

（２）本問において、著者の著作物によってその意見等を公衆に伝達する利益が制約されている。内心における思想は、それ自体重要な意義を有するが、とりわけ外部に表明され、他者に伝達されてはじめて社会的効用を発揮する。そして、公立図書館は住民に対して思想、意見その他様々な情報を含む図書館資料を提供してその教養を高めること等を目的とする公的な場であるところ、そこで閲覧に供された図書の著者にとっても、その思想、意見等を公衆に伝達する公的な場という重要な意義を有する。よって、著者の著作物によってその意見等を公衆に伝達する利益は憲法21条1項の表現の自由として保障されていると考える。そして、公の施設がその物的施設を情報提供の場ないし手段等に供することを目的として設置されている場合には、住民はその施設の設置目的に反しない限りその利用を原則として認められることになるところ、住民の知る権利の表裏の関係にある著者の表現の自由も図書館における情報の発信を妨げられないという国家からの自由の側面を有している。
（３）ア．もっとも、かかる自由も無制約のものではなく、図書館の裁量権の範囲による一定の制約に服する。
　そこで、A図書館の閲読禁止処分は正当なものであったのか。前述の図書館における表現の自由の現代的意義に鑑み、必要最小限度の制約であったのかについて検討する。
イ．図書館は裁量権を有しているが、全くの無制約であることはありえない。公立図書館が閲覧に供されている図書を不公正な取り扱いによって閲覧禁止にすることは、憲法の基本的人権によって保障された著者の著作物によってその意見等を公衆に伝達する利益を不当に制約するものであることは言うまでもない。
そこで、A図書館は少年法61条に抵触する内容の写真が掲載されているとして閲読禁止の措置をしている。
しかし、著者にとって、相当数の利用者を抱える公立図書館に自らの著作物が収蔵され、閲覧に供されるということは、より多くの人に、自らの思想や見解を伝達しうる機会が与えられることを意味する。とすれば、少年法61条に違反する写真部分のみ一部閲読禁止にするという措置が望ましく、また、国民の教育と文化の発展に寄与するという図書館法の目的にも資する。公立図書館は住民に対して思想、意見その他様々な情報を含む図書館資料を提供してその教養を高めること等を目的とする公的な場であるところ、そこで閲覧に供された図書の著作者にとっても、その思想、意見等を公衆に伝達する公的な場という重要な意義を有する。図書館の立場としては、著者の表現の自由に対し配慮するべきであった。
ウ．よって、A図書館の閲読禁止処分は必要最小限の制約とは言えない。

（４）以上により、閲読希望があっても一切応じないという図書館の処分は憲法21条1項に反し違憲である。
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